
適用要件の判定 

① 基準年度給与等支給額との比較 

105,000 千円  ≧ 100,000 千円×105% 

② 前事業年度給与等支給額との比較 

105,000 千円  ≧ 100,000 千円 

③ 前事業年度平均給与等支給額との比較 

5,250 千円  ≧   5,000 千円 

 

 

 

 

税額控除額 

（105,000 千円－100,000 千円）×10%= 500 千円 
 

給与増加に伴う会社の実質負担額 

5,000 千円－500 千円= 4,500 千円 

所得拡大促進税制 

（担当：矢崎） 

平成 25 年度税制改正において、個人の所得

水準の底上げを図ることを目的として、所得拡

大促進税制が創設されました。当該制度は法人

または個人事業主が適用対象となっていますが、

今回は法人を前提としてご紹介いたします。 

 

所得拡大促進税制とは 

(1) 概要 

当該制度は、国内雇用者に対する給与等(注 1)

を増加させた企業については一定の税金を控除

します、という企業に対する税制優遇制度です。 

 

(注 1) 給与等とは… 

国内雇用者（役員の特殊関係者及び使用人兼務役員を除きま

す。）に対して支給する給料、賃金、賞与及びこれらの性質を

有する給与（現物給与を含みます。）で、適用事業年度におい

て損金算入されるものをいいます。また、住宅手当、残業手当

などは含まれますが、退職手当など給与所得とされないものは

含みません。 

なお、決算時において決算賞与として未払計上しているもの

で損金算入されるものについても含まれます。 

 

(2) 内容 

平成 25年 4月 1日から平成 28年 3月 31 日

までの期間内に開始する各事業年度において、

青色申告法人が下記要件を満たす場合には、雇

用者給与等支給増加額(注 2)の 10%相当額につき

税額控除をすることができます。なお、控除額

は法人税額の 10%（中小企業等は 20%）を限度

とします。 

 

(注 2) 雇用者給与等支給増加額とは… 

適用事業年度の給与等支給額から基準年度(注 3)の給与等支

給額を引いた金額をいいます。 

(注 3) 基準年度とは… 

平成 25 年 4 月 1 日以後最初に開始する事業年度の直前の事

業年度をいいます。例えば、3 月決算法人の場合、平成 25 年 3

月期が基準年度となります。 

 

 

(3) 要件 

① 基準年度(注 3)と比較して給与等支給

額が 5%以上増加 

② 給与等支給額が、前事業年度を下回ら

ないこと 

③ 平均給与等支給額（雇用者一人当たり

の支給額をいいます。）が、前事業年度

の平均給与等支給額を下回らないこと 

 

(4) 税額控除額 

  雇用者給与等支給増加額×10% 

 

参考 －3 月決算法人の場合－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給与等支給額 

100,000 千円 

(平均給与

5,000 千円×

20 人) 

 

 

 

給与等支給額 

105,000 千円 

(平均給与

5,250 千円×

20 人) 

平成 25 年 3 月期 

(基準年度) 

給与等支給増加額 

5,000 千円 
増加部分 ×10% = 500 千円 

（税額控除額） 

100,000 千円

から５％up 

①、②、③の要件をすべて満たしていることから、 

税額控除を適用することができます。 

 

平成 26 年 3 月期 

(適用事業年度) 



雇用促進税制との関係 

雇用促進税制は、平成 23 年度税制改正にお

いて創設され、平成 25 年度改正でその税額控除

額が拡充されていますが、所得拡大促進税制と

雇用促進税制とは有利選択となっており、重複

適用はできません。 

なお、所得拡大促進税制については、雇用

促進税制のようにハローワークに雇用促進計画

を事前に提出しなければならないなど、特段の

手続きを行う必要はありません。 

 

おわりに 

所得拡大促進税制は、企業が利益獲得のため、

従業員のインセンティブを増加させた時に、給

与増加に伴う負担額を税額控除という形で実質

的に軽減することができるという利点がありま

す。また、事前手続きの必要がなく、上記要件

を満たすことで当該制度の適用を受けることが

可能ですので、申告書作成時に適用の可否をチ

ェック下さい。 


